
動向分析チーム

九州の景気

　当会で作成している九州地域景気総合指数（ＣＩ）

の一致指数は、2009年１～３月期に79.5（2000年＝

100）と、前期差で12.2ポイント低下し、６期連続

で下降した｡先行指数も８期連続で下降している。

しかし足元では、３月の一致指数は76.4となり前月

から2.6ポイント低下したものの、先行指数は75.6

と同0.1ポイントの低下にとどまり、下げ止まりを

　

伺わせる結果となっている。

　また、内閣府がとりまとめている景気ウォッ

チャー調査の九州地域現状判断ＤＩは、４月は32.2

と水準は依然低いものの４カ月連続で上昇した。状

況は依然厳しいことに変わりはないもの、最悪期は

脱し、若干ではあるが一部で改善の動きがみられる。

定額給付金や高速道路料金値下げなどの景気対策効

　

一部に明るさも低迷続く
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果への期待から消費マインドも若干持ち直す気配が

伺える。

　生産は１～３月期の鉱工業生産指数が72.4とな

り、前期より26.0ポイント下がり、３期連続でマイ

ナスとなった。しかし３月については前月比2.6ポ

イント上昇した70.8となり６カ月ぶりにプラスに転

じた。電子部品・デバイスや化学、輸送用機械が改

善したためである。

　九州の自動車生産は、１～３月期で前年同期比

52.0％減と大幅な減少となった。ただし、減産によ

る在庫調整は着実に進んでおり、また４月以降は一

部の工場で新車種の投入も予定されている。しかし、

本格的な回復にはまだ時間を要するとみられる。

　鉄鋼や化学などの素材産業においても在庫調整の

ための減産はピークを越え、夏場までには在庫調整

は終了するとみられる。ただし需要の本格的な回復

については先行きが読めない状況が続いている。

　投資関連では非居住用着工建築物床面積は、前年

同期比25.2％減と２期連続の大幅減となった。また、

日本銀行福岡支店「企業短期経済観測調査（九州・

沖縄短観）」の生産・営業用設備判断ＤＩはプラス

29と2002年３月時点調査の28を越える水準にまで達

し、設備過剰感は依然として高い。

　１～３月期の住宅投資は新設住宅着工戸数が前年

同期比20.3％減と３期ぶりに前年を下回った。改正

建築基準法の影響は終息したものの、月次では４カ

月連続で前年比マイナスとなっている。業者側では

値引き等による在庫処分に力を入れており、消費者

も新築より安い中古物件に流れている。このような

在庫調整下において、住宅ローン減税による需要増

が期待されるものの、住宅建設回復の足取りは重い

ものとなるだろう。

　また、公共工事請負額は１～３月期で前年同期

比2.9％減となった。発注者別では額が大きい県が

2002年４～６月期以来、実に26期ぶりのプラスとな

る同1.4％増となった。これまで財政再建を優先し

て公共事業費の削減を続けてきた九州各県が、緊急

対策として08年度補正予算（２月）で県単独事業な

どの増額を行ったためであり、09年度予算でも九州

各県は積極的な公共事業予算を組んでいる。また政

府与党が成立を目指している2009年度補正予算で

は、過去最大規模となる15.4兆円の財政支出（真水）

が盛り込まれており、今後、相当程度の増額が期待

できるものと思われる。

　個人消費は依然として低迷が続いており、１～３

月期の大型小売店販売額は前年同期比5.5％減、乗

用車新車登録台数は１～３月期で前年比29.4％減と

なり、２期連続の２ケタ減となった。

　雇用については、１～３月期の有効求人倍率が

0.46倍となり、前期から0.08ポイント低下し、2003

年４～６月期以来、23期ぶりに0.5倍を下回った。

ただし08年末から続いていた大規模な非正規労働者

の解雇・雇止めは３月末で一旦終息し、一部の先行

指標では回復の兆しもみられる。しかし、日本銀行

福岡支店の雇用人員判断ＤＩ（３月調査）では製造

業はプラス32と依然として雇用過剰感は強い。

　以上のように、足もとの九州経済は、在庫調整が

進展したことで生産面では一部で底入れの気配が伺

えるものの、現時点では本格的な回復に向けた目処

は立っていない。一方、設備・住宅投資や雇用、消

費については依然振るわず、低迷した状態にある。
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九州経済主要指標

（単位：2005年=100、％、百万kWh、十億円、台、千㎡、百戸、倍）（実数）

（単位：％、 有効求人倍率はポイント）（前年同期比）

注） １．鉱工業指数は季節調整済で前期比、 有効求人倍率は前期差、 その他は前年同期比　　２．Ｐは速報値
    ３．鉱工業指数、 有効求人倍率は九州７県、 輸出通関額は円ベースで九州・山口
資料） 鉱工業指数、 大口電力使用量、 大型小売店販売額：九州経済産業局調べ　　輸出通関額：門司税関、 長崎税関、 沖縄地区税関調べ
　　　乗用車新車登録台数：福岡県自動車販売店協会調べ　　建築着工床面積、 新設住宅着工戸数：国土交通省調べ
　　　公共工事請負額：西日本建設業保証福岡支店調べ　　有効求人倍率：厚生労働省調べ
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